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１．新公会計制度について

(1) これまでの経緯

近年、県民等への分かりやすい財政状況の開示等の観点や、自治
体の財政状況をより総合的かつ長期的に把握するために、企業会計
の手法を導入した公会計制度の導入が求められており、本県におい
ても、国の方針等を踏まえながら、必要な検討を進めてきました。

年年年年 月月月月 国国国国のののの動向動向動向動向 本県本県本県本県のののの取組取組取組取組

H12． 3 貸借対照表の作成モデルを公表

H12．11 普通会計貸借対照表を公表

H17． ９
連結貸借対照表の作成モデル

（総務省方式）を公表

H18． 2

連結貸借対照表・

普通会計行政コスト計算書
を公表

H18． 5

「新地方公会計制度研究会報告書」
を公表

・ 平成21年秋の公表を目途に、連結

ベースでの財務諸表を整備することを
要請

・ 基準モデル・総務省方式改訂モデルを
提案

H18． ８
「地方公共団体における行政改革の

更なる推進のための指針」を公表

H19．10

「新地方公会計制度実務研究会報告
書」を公表
・基準モデル・総務省方式改訂モデルの

作成要領を公表

(2) 新公会計制度の導入

国において検討が進められてきた「公会計制度改革」について、
一定の結論が出され、新たな財務諸表の作成モデルが示されるとと
もに、導入の時期について「平成２１年秋を目途」とされたことを
受け、本県においても国が示した作成モデルに準拠した、連結ベー
スでの財務諸表を整備することとしました。

－－－－１１１１－－－－



ア 新公会計制度導入の意義

新たな公会計制度を導入する主な意義として、次のような項目
があげられます。

● 現金主義による会計処理の補完

・貸借対照表における「回収不能見込額」、「退職手当等引当金」など、
現金主義では見えにくいコストを明示することにより、資産・負債をよ
り正確に把握することができる。

・将来の住民負担に対する意識を高めることができる。

● 公社・第三セクター等との連結による、県財政全体の把握

・会計処理方式の異なる団体間で、統一したモデルによる財務諸表を整備
することにより、県財政全体の財政状況を見ることができる。

● コスト分析と政策評価への活用

・行政コスト計算書を作成することにより、県行政の運営にかかるコスト
を多角的に分析することができる。

● 資産・債務改革への対応● 資産・債務改革への対応

・段階的に時価評価に基づく資産台帳を整備することにより、県が保有す
る資産を正確に把握し、今後の有効活用などに資することができる。

イ 岡山県の取組

本県では、今年度（平成２０年度決算）から、国が示した「総
務省方式改訂モデル」を採用して、連結ベースでの財務諸表を作
成しました。

① 採用モデル 総務省方式改訂総務省方式改訂総務省方式改訂総務省方式改訂モデルモデルモデルモデル

国からは、「基準モデル」及び「総務省方式改訂モデル」が
示され、各自治体の事情に応じて対応することとされており、
本県では、全国的な比較可能性や、昨年度まで採用していた
「旧総務省方式」との連続性、新たなモデルへの移行における
作業負荷などを特に考慮して、「総務省方式改訂モデル」を採
用することとしました。

また、東京都のように、国が示したモデル以外の独自のモデ
ルを導入して、公会計制度改革を進めている自治体もあります。

－－－－２２２２－－－－



基準基準基準基準モデルモデルモデルモデル 総務省方式改訂総務省方式改訂総務省方式改訂総務省方式改訂モデルモデルモデルモデル

固定資産の
算定方法

・現存する固定資産をすべ
てリストアップし、公正
価値により評価

・売却可能資産→時価評価
・その他→過去の建設事業費の

積上げにより算定し、段階的に
固定資産情報を整備する

固定資産の
範囲

・すべての固定資産を網羅
・当初は普通建設事業費の範囲と

し、段階的に拡張する

固定資産
台帳の整備

・開始貸借対照表作成時に
整備し、継続的に更新

・段階的整備を想定

作成時の
負荷

・当初は、固定資産の台帳
整備等に負荷あり

・継続作成時には負荷は減
少

・当初は、売却可能資産の洗い出
しと評価など、旧総務省方式採
用団体であれば、負荷は比較的
軽微

・継続作成時には、段階的整備に
伴う負荷あり

財務書類の
検証可能性

・財務書類の数値から元帳、
伝票に遡って検証可能

・台帳の段階的整備などにより、
検証可能性を高めることができ
る

＜「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」との主な相違点＞

作成・
公表時期

・出納整理期間後、早期の
作成、開示が可能

・出納整理期間後、決算統計と並
行して作成、開示

② 作成書類 財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表（（（（連結連結連結連結ベースベースベースベース））））

普通会計及び公営企業会計については、それぞれ普通会計・
公営企業会計決算数値、連結対象団体については、各団体が作
成している決算書類などを基に、財務書類４表（貸借対照表、
行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作
成しました。

・次世代に引継ぐ資産は？
・将来職員が退職する場合の負担は？

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

行政行政行政行政ｺｽﾄｺｽﾄｺｽﾄｺｽﾄ計算書計算書計算書計算書

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

・経常的な行政サービスにかかったコストは？
・受益者負担でどれほどコストが賄われたか？

・資産がどのように変動したのか？
・資産はどのような財源で形成されたのか？

・経常的経費や投資的経費の財源は？
・年間での資金の変動は？

－－－－３３３３－－－－



③ 連結対象 ９９９９事業事業事業事業・・・・３７３７３７３７団体団体団体団体

普通会計への連結対象については、地方公営企業会計（９事
業）、一部事務組合（１団体）、地方独立行政法人（２団体）、
地方三公社（２団体）、一定の要件（県からの出資比率が２５%

以上等）を満たす第三セクター（３２団体）としています。

なお、連結作業に当たっては、普通会計と各事業・団体間の未
収・未払金、出資金、貸付金などの取引については、相殺消去し
ています。

連結対象事業連結対象事業連結対象事業連結対象事業・・・・団体一覧団体一覧団体一覧団体一覧

地方公営
企業会計

・電気事業会計
・工業用水道事業会計
・港湾整備事業
・市場事業
・と畜事業
・宅地造成事業（臨海土地造成）

・宅地造成事業（その他）
・下水道事業

（流域下水道事業）
・下水道事業

（特定環境保全公共下水道
事業）

一部
事務組合

・広域水道企業団

地方独立
・岡山県立大学 ・岡山県精神科医療センター

地方独立
行政法人

・岡山県立大学 ・岡山県精神科医療センター

地方
三公社

・岡山県土地開発公社 ・岡山県住宅供給公社

第三
セクター

・吉備高原保健福祉のむら事業
団

・岡山県開発公社
・中国四国酪農大学校
・岡山県林業振興基金
・岡山県暴力追放運動推進セン

ター
・岡山県畜産公社
・岡山県農林漁業担い手育成財

団
・岡山県水産振興協会
・岡山総合展示場
・岡山県国際交流協会
・岡山県郷土文化財団
・岡山県動物愛護財団
・岡山県農地開発公社
・倉敷スポーツ公園
・岡山県下水道公社
・岡山県スポーツ振興財団

・児島湖浄化センター周辺対
策基金

・吉井川水源地域対策基金
・児島湖流域水質保全基金
・岡山県生活衛生営業指導セ

ンター
・水島港国際物流センター
・オービス
・岡山セラミックス技術振興

財団
・岡山県福祉事業団
・岡山シンフォニーホール
・吉備高原都市サービス
・岡山県食肉センター
・岡山空港ターミナル
・井原鉄道
・岡山県健康づくり財団
・岡山県産業振興財団
・岡山県環境保全事業団

－－－－４４４４－－－－



２．財務諸表の概要（連結ベース）

(1) 貸借対照表

● 資産は、３兆７，１５７億円

県民の生活基盤である公共施設や道路など、「公共資産」のうち
「有形固定資産」が、３兆３，３２５億円と、その大部分を占めて
います。

今回、普通会計において新たに計上した「売却可能資産」は３９
億円であり、今後、売却等の有効活用を目指してまいります。

● 負債は、１兆６，８４０億円

普通会計・公営企業にかかる地方債が１兆３，３９７億円と、そ
の大部分を占めています。

なお、地方債については、翌々年度以降に償還するものは「固定
負債」に、翌年度中に償還するものは「流動負債」に分類されます。

2.6%

資産資産資産資産のののの構成比構成比構成比構成比

公共資産 投資等 流動資産

8.7%

負債負債負債負債のののの構成比構成比構成比構成比

固定負債 流動負債

91.1%

6.3% 2.6%

91.3%

8.7%

● 純資産は、２兆 ３１６億円

将来自由に使うことができる「その他一般財源等」は、マイナス
となっています。これは、「退職手当等引当金」など、資産形成を
伴わない負債を計上しているためで、多くの自治体においてマイナ
スとなることが想定されています。

純 資 産 の 内 訳 金額（億円）

公共資産等整備国補助金等 8,231

公共資産等整備一般財源等 19,321

他団体及び民間出資分 869

その他一般財源等 ▲ 8,055

資産評価差額 ▲ 50

純純純純　　　　資資資資　　　　産産産産　　　　合合合合　　　　計計計計 20,31620,31620,31620,316

－－－－５５５５－－－－



＜＜＜＜各会計各会計各会計各会計・・・・団体団体団体団体ごとのごとのごとのごとの内訳内訳内訳内訳＞＞＞＞

普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人　D

公共資産 30,851 1,779 753 186

投資等 2,074 160 0 5

流動資産 103 439 14 32

33,028 2,378 767 223

固定負債 14,057 940 4 93

流動負債 1,252 112 1 12

15,309 1,051 5 105

17,719 1,327 761 118

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計連結純計連結純計連結純計
（（（（AAAA～～～～FFFF）－）－）－）－GGGG

公共資産 7 255 0 33,83133,83133,83133,831

投資等 47 289 223 2,3522,3522,3522,352

流動資産 173 213 1 973973973973

227 757 223 37,15737,15737,15737,157

固定負債 72 332 123 15,37515,37515,37515,375

流動負債 118 58 88 1,4661,4661,4661,466

191 390 211 16,84016,84016,84016,840

37 366 12 20,31620,31620,31620,316

（単位：億円）

資  産

負  債

純  資  産

資  産

負  債

純  資  産 37 366 12 20,31620,31620,31620,316

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

純  資  産

(2) 行政コスト計算書

● 経常行政コストは、６，０４９億円

経費の種別で見ると、職員の給与などの「人のコスト」が最も
大きな割合を占め、次いで市町村に対する補助金などの「移転支
出」、物品購入費、減価償却費などの「物のコスト」、「その他
コスト」となっています。

行政目的別で見ると、最も大きな割合を占めるのが「教育」で
あり、以下、「インフラ」、「福祉」と続いています。

40.9%

27.6%

23.4%
8.1%

コストのコストのコストのコストの構成比構成比構成比構成比

（（（（経費種別経費種別経費種別経費種別））））

人のコスト

移転支出

物のコスト

その他コスト

31.3%

15.1%13.7%
12.8%
7.8%

19.2%

コストのコストのコストのコストの構成比構成比構成比構成比

（（（（行政目的別行政目的別行政目的別行政目的別））））

教育
インフラ
福祉
産業振興
警察
その他

－－－－６６６６－－－－



● 経常収益は、５６１億円
これを経常行政コストから除いた純経常行政コストは、５，４８８

億円

使用料・手数料や分担金・負担金など、コストに対する対価のみ
では行政コストを賄うことができません。

大部分の行政コストは、地方税や地方交付税などその他の収入に
より補われています。

＜＜＜＜各会計各会計各会計各会計・・・・団体団体団体団体ごとのごとのごとのごとの内訳内訳内訳内訳（（（（経費種別経費種別経費種別経費種別）＞）＞）＞）＞

普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人　D

人のコスト 2,399 19 1 37

物のコスト 1,301 77 20 23

移転支出 1,709 0 1 0

その他コスト 257 21 4 2

5,665 116 26 61

169 123 19 68

5,496 ▲ 7 7 ▲ 7

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計連結純計連結純計連結純計
（（（（AAAA～～～～FFFF）－）－）－）－GGGG

（単位：億円）

経常行政コスト

経常収益

純経常行政コスト

E F G （（（（AAAA～～～～FFFF）－）－）－）－GGGG

人のコスト 1 18 0 2,4732,4732,4732,473

物のコスト 0 53 59 1,4151,4151,4151,415

移転支出 0 4 45 1,6701,6701,6701,670

その他コスト 60 148 0 491491491491

62 223 104 6,0496,0496,0496,049

60 215 94 561561561561

2 7 10 5,4885,4885,4885,488

経常収益

純経常行政コスト

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

経常行政コスト

－－－－７７７７－－－－



普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人　D

インフラ 806 61 0 0

教育 1,861 0 0 35

福祉 791 0 0 0

産業振興 678 34 0 0

警察 473 0 0 0

その他 1,056 21 26 26

5,665 116 26 61

169 123 19 68

5,496 ▲ 7 7 ▲ 7

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計連結純計連結純計連結純計
（（（（AAAA～～～～FFFF）－）－）－）－GGGG

インフラ 62 36 51 914914914914

教育 0 0 0 1,8951,8951,8951,895

福祉 0 38 0 828828828828

産業振興 0 89 25 776776776776

警察 0 0 0 473473473473

その他 0 60 28 1,1631,1631,1631,163

62 223 104 6,0496,0496,0496,049

（単位：億円）

経常行政コスト

経常収益

純経常行政コスト

経常行政コスト

＜＜＜＜各会計各会計各会計各会計・・・・団体団体団体団体ごとのごとのごとのごとの内訳内訳内訳内訳（（（（行政目的別行政目的別行政目的別行政目的別）＞）＞）＞）＞

62 223 104 6,0496,0496,0496,049

60 215 94 561561561561

2 7 10 5,4885,4885,4885,488

経常収益

純経常行政コスト

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

経常行政コスト

(3) 純資産変動計算書

● 期末純資産残高は、２兆 ３１６億円で、対前年度で１８４億
円の減

公共資産等整備国補助金等は、４２億円の増となっています。こ
れは、過去に整備した公共資産の資産減耗を、公共資産整備に投入
した国庫補助金等の額が上回ったことが主な要因です。

公共資産等整備一般財源等は、６９０億円の増となっています。
これは、貸付金・出資金等への財源投入や、地方債の償還に伴っ
て、保有資産の財源構成が「負債」から「一般財源」に振り替わっ
たことなどが要因です。

その他一般財源等は、８７９億円の減となっています。これは、
純経常行政コストを一般財源でも賄いきれないことや、公共資産整
備への財源投入などが要因です。

資産評価差額は、５０億円の減となっています。ここには、今回
新たに算定した「売却可能資産」の再評価などによる差額を計上し
ています。

－－－－８８８８－－－－



普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人　D

18,074 1,105 779 115

▲ 355 222 ▲ 18 3

17,719 1,327 761 118

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計連結純計連結純計連結純計
（（（（AAAA～～～～FFFF）－）－）－）－GGGG

70 358 0 20,50020,50020,50020,500

▲ 33 8 12 ▲ 184▲ 184▲ 184▲ 184

37 366 12 20,31620,31620,31620,316

当年度増減

期末純資産残高

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

（単位：億円）

期首純資産残高

当年度増減

期末純資産残高

期首純資産残高

＜＜＜＜各会計各会計各会計各会計・・・・団体団体団体団体ごとのごとのごとのごとの内訳内訳内訳内訳＞＞＞＞

(4) 資金収支計算書

● 収入は８，０８３億円、支出は８，１３７億円であり、収支差
額は５４億円のマイナス

収支の構成について見ると、経常的収支が、収入で７３．９％、収支の構成について見ると、経常的収支が、収入で７３．９％、
支出で５７．７％と、その多くを占めています。

また、それぞれの収支差額を見ると、
① 経常的収支は １，２７７億円のプラス
② 公共資産整備収支は ３０９億円のマイナス
③ 投資・財務的収支は １，０２２億円のマイナス

となっており、経常的収支差額によってその他の収支不足が賄われ
ているといえます。

73.9%

10.6%
15.5%

収入収入収入収入のののの構成構成構成構成

経常的収入 公共資産
整備収入

投資・財務

的収入

57.7%14.3%

28.0%

支出支出支出支出のののの構成構成構成構成

経常的支出 公共資産
整備支出

投資・財務

的支出

－－－－９９９９－－－－



普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人　D

経常的収支額 1,091 10 7 14

公共資産整備収支額 ▲ 217 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 3

投資・財務的収支額 ▲ 879 ▲ 57 ▲ 13 ▲ 8

▲ 5 ▲ 48 ▲ 9 3

60 172 20 25

55 123 12 27

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計連結純計連結純計連結純計
（（（（AAAA～～～～FFFF）－）－）－）－GGGG

経常的収支額 119 31 ▲ 5 1,277

公共資産整備収支額 0 ▲ 85 0 ▲ 309

投資・財務的収支額 ▲ 119 56 0 ▲ 1,022

当年度資金増減額 ▲ 1 2 ▲ 5 ▲ 54

20 78 0 375

19 79 ▲ 5 321

期首資金残高

期末資金残高

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

（単位：億円）

期首資金残高

期末資金残高

当年度資金増減額

＜＜＜＜各会計各会計各会計各会計・・・・団体団体団体団体ごとのごとのごとのごとの内訳内訳内訳内訳＞＞＞＞

(5) 財務諸表の相関関係

今回作成した財務諸表４表の相関関係を表すと、次のようになりま今回作成した財務諸表４表の相関関係を表すと、次のようになりま
す。

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

資産 負債

・・・
・・・
・・・

資金 344億円
（うち普通会計の

基金を除く） 321億円
・・・
資産合計 37,157億円

・・・

負債合計 16,840億円

純資産

純資産合計 20,316億円

行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

経常行政コスト 6,049億円
－

経常収益 561億円
＝

純経常行政コスト 5,488億円

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

当年度資金増減額 ▲54億円
＋

期首資金残高 375億円
＝

期末資金残高 321億円

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

期首純資産残高 20,500億円
＋

純経常行政コスト ▲5,488億円
＋

その他純資産増減 5,304億円
＝

期末純資産残高 20,316億円

－－－－１０１０１０１０－－－－



３．財務諸表を用いた各種分析

(1) 普通会計財務諸表を用いた分析

県の財政状況について、県民のみなさまにより深くご理解をいただ
き、また、県においても、今回作成した財務諸表を今後の行財政運営
に有効に活用するため、次のとおり各種分析を行いました。

● 社会資本形成の世代間負担比率

貸借対照表で示す、社会資本形成の結果を表す「公共資産」に対
する「純資産」及び「地方債」の割合から、これまでの世代と将来
世代の負担割合を見ることができます。

金額（百万円） 構成比

3,085,147 100.0%

1,771,892 57.4%57.4%57.4%57.4%

1,258,556 40.8%40.8%40.8%40.8%

公共資産合計

純資産合計

地方債残高

※ 地方債残高には、「未払金のうち物件の購入等に係るもの」を含む。

本県では、「これまでの世代の負担」が５７．４％（平均値は
５０～９０％）、「将来世代の負担」が４０．８％ （平均値は１５

～４０％）であり、「将来世代の負担」が平均値をわずかに上回っ
ています。

＜平均値は、ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」より＞

● 歳入額対資産比率

資金収支計算書で示す「歳入総額」に対する、貸借対照表で示す
「資産」の比率から、すでに形成されたストックである資産は、何
年分の歳入が充当されたかを見ることができます。

金額（百万円）

721,951

3,302,812

4.64.64.64.6

※ 歳入総額には、「期首歳計現金残高」を含む。

歳入総額 Ａ

資産総額 Ｂ

Ｂ÷Ａ

本県では、この比率は４．６（平均値は３～７）となりました。

＜平均値は、ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」より＞

－－－－１１１１１１１１－－－－



● 有形固定資産の行政目的別割合

貸借対照表で示す「有形固定資産」の行政目的別割合から、行政
分野ごとの公共資産形成の比重を見ることができます。

金額（百万円） 構成比

2,312,909 75.1%75.1%75.1%75.1%

208,271 6.8%6.8%6.8%6.8%

16,279 0.5%0.5%0.5%0.5%

13,170 0.4%0.4%0.4%0.4%

402,061 13.0%13.0%13.0%13.0%

71,972 2.3%2.3%2.3%2.3%

56,542 1.8%1.8%1.8%1.8%

3,081,204 100.0%

生活インフラ・国土保全

総務

合　　計

環境衛生

教育

福祉

産業振興

警察

75.1%

6.8%

0.5%0.4%
13.0%

2.3% 1.8%

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興産業振興

警察

総務

● 受益者負担比率

「行政コスト計算書」に示す「経常収益」の割合から、行政コス
トに対する受益者負担比率を見ることができます。

金額（百万円）

566,547

16,921

3.0%3.0%3.0%3.0%

経常行政コスト Ａ

経常収益 Ｂ

Ｂ÷Ａ

本県では、この比率は３．０％（平均値は２～８％）となりまし
た。

＜平均値は、ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」より＞

－－－－１２１２１２１２－－－－



● 行政コスト対公共資産比率

「行政コスト計算書」に示す行政コストの公共資産に対する割合か
ら、資産を活用するためのコストなど、資産の効率性を見ることがで
きます。

金額（百万円）

3,085,147

566,547

18.4%18.4%18.4%18.4%

公共資産 Ａ

経常行政コスト Ｂ

Ｂ÷Ａ

本県では、この比率は１８．４％（平均値は１０～３０％）となり
ました。

＜平均値は、ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」より＞

● 資産老朽化比率

貸借対照表で示す「有形固定資産」のうち、土地以外の償却資産に
ついて、取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算することによ
り、償却資産がどの程度老朽化しているかを見ることができます。

償却資産合計 減価償却累計額
老朽化比率

償却資産合計
（百万円）

減価償却累計額
（百万円）

老朽化比率

2,478,160 856,014 34.5%34.5%34.5%34.5%

260,749 86,119 33.0%33.0%33.0%33.0%

27,034 20,545 76.0%76.0%76.0%76.0%

27,911 17,124 61.4%61.4%61.4%61.4%

938,984 588,232 62.6%62.6%62.6%62.6%

130,433 76,726 58.8%58.8%58.8%58.8%

101,820 53,715 52.8%52.8%52.8%52.8%

3,965,091 1,698,475 42.8%42.8%42.8%42.8%

生活インフラ
・国土保全

総務

合　　計

環境衛生

教育

福祉

産業振興

警察

平均値は３５％～５０％とされており、福祉関係、産業振興関係
などの償却資産で、老朽化がより進んでいることがうかがえます。

＜平均値は、ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」より＞

－－－－１３１３１３１３－－－－



● 行政コスト対税収等比率

「行政コスト計算書」に示す純経常行政コストに対する一般財源
等の比率から、どれだけが当年度の負担で賄われたかを見ることが
できます。

金額（百万円）

516,388

549,625

106.4%106.4%106.4%106.4%

一般財源等 Ａ

純経常行政コスト Ｂ

Ｂ÷Ａ

※ 一般財源等は、純資産変動計算書における「一般財源」と「補助金等受入」の合計

本県では、この比率は１０６．４％（平均値は９０～１１０％）
となりました。この比率が１００％を超えているということは、過
去からの資産の蓄積が取り崩されたか、翌年度以降に引き継ぐ負債
が増加したということであり、厳しい財政状況が表れているといえ
ます。

＜平均値は、ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」より＞

● 地方債の償還可能年数

資金収支計算書に示す「経常的収支」で、当年度末時点での地方資金収支計算書に示す「経常的収支」で、当年度末時点での地方
債残高を除することにより、経常的に確保できる資金で返済した場
合に、何年で返済できるかを見ることができます。

金額（百万円）

109,103

1,258,556

11.511.511.511.5

経常的収支額 Ａ

地方債残高 Ｂ

Ｂ÷Ａ

※ 地方債残高には、「未払金のうち物件の購入等に係るもの」を含む。

本県では、この比率は１１．５年（平均値は３年～９年）となり、
平均値を上回っています。

＜平均値は、ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」より＞

－－－－１４１４１４１４－－－－



(2) 連結財務諸表を用いた分析

● 連単倍率

普通会計に対して、連結後の数値が何倍の規模になっているかを
算出することにより、普通会計以外の資産、負債等の規模を見るこ
とができます。

（単位：百万円）

普通会計 連結純計 連単倍率連単倍率連単倍率連単倍率

3,302,812 3,715,671 1.131.131.131.13

うち流動資産 10,299 97,339 9.459.459.459.45

1,530,920 1,684,036 1.101.101.101.10

うち流動負債 125,196 146,582 1.171.171.171.17

1,771,892 2,031,634 1.151.151.151.15

資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計

本県では、流動資産の連単倍率が９．４５と、非常に高くなって
います。これは、普通会計において当年度内に現金化することがで
きる、いわゆる「手持ち現金」が相対的に少ないことを示していま
す。す。

(3) 類似団体との比較

－－－－１５１５１５１５－－－－

（単位：億円）

岡山県岡山県岡山県岡山県 栃木県 長野県 岐阜県

普通会計 33,02833,02833,02833,028 33,719 41,430 24,037

連結 37,15737,15737,15737,157 36,116 45,884 26,728

連単倍率 1.131.131.131.13 1.07 1.11 1.11

普通会計 15,30915,30915,30915,309 12,588 18,908 17,214

連結 16,84016,84016,84016,840 13,527 20,509 19,069

連単倍率 1.101.101.101.10 1.07 1.08 1.11

普通会計 17,71917,71917,71917,719 21,131 22,522 6,823

連結 20,31620,31620,31620,316 22,588 25,375 7,659

連単倍率 1.151.151.151.15 1.07 1.13 1.12

資
産

負
債

純
資

産

※　連結対象事業・団体は、各都道府県ごとに異なります。

他県他県他県他県のののの公表状況公表状況公表状況公表状況をををを見見見見てててて、、、、
随時更新随時更新随時更新随時更新しますしますしますします。。。。



＜＜＜＜ 資料資料資料資料 ＞＞＞＞

－－－－１６１６１６１６－－－－
























